新たな農地制度により農業委員会に追加される事務量（試算）
全国農業会議所
	　新たな農地制度により農業委員会に追加される事務量を計算すると、現在の事務量に比べ1.7倍の事務量になる。
【新たな農地制度施行後の事務量】
　　年間10,027時間（現在の事務量　年間5,896時間の1.7倍）
【新たな役割と必要な事務量】年間　4,131時間
　①　農業生産法人以外の法人等からの農地の利用状況の報告の受理（農地　　法第３条第６項）
　　　　年間　43.9日（351時間）
　②　農地の利用状況調査（農地法第30条）
　　　　年間　30日（240時間）
　③　遊休農地所有者等に対する指導等（農地法第32条～第35条）
　　　　年間　273日（2,184時間）
　④　相続等による農地の権利取得の届出の受理・あっせん等の必要な措置
　　　（農地法第３条の３）
　　　　年間　153.5日（1,227.75時間）
　⑤　農地に関する情報の収集、整理、分析及び提供（農地法第52条）
　　　　年間　16日（128時間）
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